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書評
北原勇著『独占資本主義の理論』
? ?
孝
I 
近年，帝国主義論・独占資本主義論の分野では，わが国の場合にとくにいえることであ
るが，ある種の論題転換が2つの方向ではかられてきたようにみえる。
第1に，当該分野の研究では，従来，第2次大戦後しばらくたった時点でも， 2つの世
界戦争を含む20世紀前半までが，とりわけ19世紀末から20世紀初頭にかけての帝国主義の
形成・確立期が主たる時代的対象とされてきた。これにたいし，近年では，従来からの研
究が拡充されるとともに， 1960年代とか1970年代とかいった同時代的現代にたいする関心
がとみに高まり，その意味での「現代」の名を冠した帝国主義論・独占資本主義論の労作
が目につくようになってきた。この背景には，いわゆる多国籍企業の跳梁や国際通貨危機
の激発といった一連の新現象をともなったここ十数年の資本主義世界経済の運動が，研究
者たちの課題意識を突き動かさずにはおかないほどの歴史的重みをもつものであった，と
いう事情が考えられる。また，さきの新現象にかかわる内外の非マルクス主義文献の隆盛
が，帝国主義論・独占資本主義論の論題転換にインパクトを与えてきたことも否めない。
第2に，従来は，独占形成史や金融資本成立史の実証的研究にもとづく帝国主義論の再
構成への志向が主流をなしていた。これにたいし，最近では，従来からの研究が引き継が
れながらも，独占価格・独占利潤の理論的研究に重心をおいた独占資本主義論の体系化へ
の志向が目立つようになってきた。これは，論題転換というよりは，研究の担い手と研究
の基調に生じた変化というべきかもしれない。この背最にもまた，現代の資本主義におい
て，独占と金融資本との支配がいっそう拡張・高度化し，独占価格の支配とそれに関連し
た全般的物価騰貴が深刻の度を加え，独占資本主義の諸矛盾の理論的，実践的解決が実生
活においてもますます痛痒事となってきた，という客観的事情がある。そして，この客観
的事情のプルジョア経済学への反映である参入阻止価格論や産業組織論等の寡占理論の奔
出は，マルクス主義経済学の独占資本主義論にも無視しえない刺激と影響を及ぽしてきた。
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ここにとりあげる北原勇氏の大著「独占資本主義の理論」（有斐閣， 1977年1月刊）は，
上にいう独占資本主義研究の新潮流の最近の1頂点に位置するものである。それはさきの
第1の方向での独占資本主義論の展開に連なる理論的題材を豊富に含んではいるが，基本
的な課題意識は，第2の方向にかかわる「独占資本主義一般の理論」の「構築」にある。
独占資本主義研究において，形式，内容ともに理論および体系への志向をこれほど強くも
った，そして，それを大著に仕上げている書物も個人著作としては近年に例をみないもの
で，どんなにひかえめにみても，今後「本書が『独占資本主義の理論』のたたき台」とな
り，匡見代の資本主義についての本格的論義の開始への一つの契機」 (412ページ）となる
ことは疑いない。
I 
『独占資本主義の理論」は，北原氏がここ十数年の間に「三田学会雑誌』などに発表し
てきた独占資本主義の理論的諸問題に関する一連の労作が下敷になっている。原論文の場
合もそうだったが，全面的に改稿・改編されて集成された本書においては，豊富な文献的
裏付けと緻密な論理展開を旨とする北原氏の叙述は，いっう重厚なものとなっていて，通
読するだけでも容易ではない。であれば，全体を読みこなしてその要点を摘出することは
いっそうむずかしいが， まずは「序説」に本書の「課題と方法」をみることから始めよ
う。
著者は，現代資本主義経済学の最も大きな理論的枠組として， rJt本主義の一般理論」
と「独占資本主義の理論」と「国家独占資本主義論」とを「重層的に総合する経済理論体
系」を想定しつつ次のようにいう。「本書は， 独占資本主義段階に固有の経済的運動諸法
則・諸矛盾の展開を解明する『独占資本主義の理論』の構築を意図したものであるが，そ
の基底には，現代の資本主義の分析のためには重層的な構造をもつ諸理論の体系を確立す
ることが不可欠であるという認識，現在そのなかでも「独占資本主義の理論」を構築する
ことがとくに必要であるという認識，が強く横たわっている。」 (1ページ）この課題を担
った「独占資本主義の理論」は， 「独占資本主義の構造的特徴の分析から出発して， 独占
資本主義固有の構造と動態の中に貫く法則性を全面的かつ体系的に解明しうるものでなけ
ればならない。」 (30ページ）第2にそれは， 「あくまで『資本主義の一般理論」を基準あ
るいは理論的基礎としつつ，資本主義の基本的経済法則が独占段階固有の条件下でいかに
変容せしめられつつ作用するのかを明らかにするという視点から展開されねばならない。」
(3~4ペー ジ）
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こうした「課題と方法」から，本書は，第1編「独占資本主義の構造的特質と独占価格
•独占利潤」，第 2編「独占企業の投資行動」，第 3編「独占段階における社会的総資本の
蓄積過程」，という 3編構成をとっている。さしあたり誰しもが関心をもつのは，本書が
「全面的かつ体系的に」というさきの公約をどの程度まで履行しえているか，ということ
であろう。だが， この点を吟味するためにもわれわれは， よりいっそうの強い関心を，
「資本主義の一般理論」を「独占資本主義の理論」の「基準あるいは基礎理論」として持
ち出すその仕方が，問題を「全面的かつ体系的」に解明していくうえではたして有効な方
法たりえているかどうか，という点に向けざるをえない。理論の体系にとっては方法こそ
命であるからである。
この点では，北原氏がいうように，これまで「『独占資本主義の理論』の編別構成や全
体像がいかにあるべきかについては，ヒルファーディングやレーニンの古典以外には参考
になるものは全く無かった」 (411ページ），としてよい。北原氏はレーニン『帝国主義論』
を指示して，「本書はこの基本視角を継承するものである」 (4ページ），と明言している。
「しかしながら」一ーと，続けていう一ー「『帝国主義論』は，それが書かれた時代 (1916
年）の歴史的な状況と，そこでの直接的に実践的な課題（戦争と革命）に大きく規定され
て，独占資本主義全体に通じる一般理論としては妥当しない面をもっているほか，独占資
本主義の経済諸法則の理論化という点からみればなおかなり多くの問題を残しているとい
わねばならない。」 (4ページ）われわれも「帝国主義論」がそれ以降の独占資本主義の全
発展過程からもたらされた豊富な事実的，理論的素材に照らして，多くの制約と不十分さ
を持っていることを否定しない。 しかし， ことが理論の体系にかかわるのであってみれ
ば，問題は独占資本主義に独自的な諸範疇の体系にあり，それら諸範疇の連鎖・依存関係
・相互連関を媒介する独占や金融資本といった基礎範疇の位置づけにある。そこで気にな
るのは，「『独占資本主義の理論』の中の“金融資本”範疇の位置づけ」であるが， 著者
は，独占段階の「構造的特質」を正当にも「独占支配」に求め， 「その内実は，レーニン
が示したように，独占的巨大銀行資本と結合した独占的巨大産業資本すなわち金融資本に
よる全国民経済の支配である」 (5ページ）としている。本書が独占支配を分析の基点に
おいて，金融資本支配分析の重要性を認めている点は，他ならぬこの点を欠落させがちな
独占資本主義論—資本主義一般の価値・価格理論に平板に継ぎ足された独占価格論一辺
倒の独占資本主義論—への有効な批判を本書に保証させる視角上の強みとなっている。
しかし，「本書での理論展開は……金融資本に固有の運動様式自体の分析にまでは立ち入
ってはいない。」 (5ページ）著者が重視する独占支配の分析をも含めて，いったい金融資
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本の運動様式の分析から離れて「独占資本主義の理論の確立」が可能かどうかは大いに疑
問だが，それについては本論の展開に即して検討しよう。
北原氏の独占および金融資本の概念把握の仕方に関連して， また， 『独占資本主義の理
論」の基本性格に関連して，あらかじめなお触れておくべき問題がある。それは本書と本
書が強く念頭においてその批判的克服を意図しているいわゆる宇野理論との関係である。
周知のように宇野理論は，経済学の研究を， 「原理論」と「段階論」と「現状分析」とに
峻別し，帝国主義論・独占資本主義論をその特異な「段階論」にとじこめてしまってい
る。独占資本主義に独自的な諸範疇の原理的規定を放棄するこの主張は，当然，独占価格
や独占利潤についてもその理論的，法則的説明を拒否する。他方，独占価格の理論および
それを含む独占資本主義の理論の必要性と有効性とを確信する立場からは，この宇野理論
への批判は，さけてとおれない問題となる。資本主義経済学の現代的理論体系を「資本主
義の一般理論」，「独占資本主義の理論」，「国家独占資本主義論」の重層的総合とみる北原
氏においては，宇野批判の意識はとくにきわだっており， 氏自ら， 「本書は，独占資本主
義についての理論的研究を拒否される宇野「三段階論」の体系・方法に対する全的批判を
ふくむものである」 (8ページ），と述べているほどである1)。あるべき理論を自ら構築
し，それを積極的に展開することによって批判の対象を乗り越えようとする本書の試み
は，高く評価されてよい。
ところで，北原氏の著作から離れて一般的，周辺的にいっても，わが国での宇野理論の
存在は，独占資本主義研究における理論および体系への志向をわが国で特殊に強める 1つ
の重要な思想的背景をなしてきたといえる。と同時に，宇野理論にたいする批判は，とも
すれば機械的な反発に終って，真の問題の所在が不明なまま，逆の，そしてある意味では
同一の誤りに陥ることが多かったように思われる。そして，そのことが，独占資本主義論
の体系化の試みにある共通のパターンを付与してきたようにも思われる。たとえば，宇野
理論における独占価格の原理的，法則的説明の不可能論にたいする批判は，大旨，独占価
格を生産価格を基準において判定し，生産価格の法則は独占価格の法則のうちに形をかえ
て貫いている，あるいは，独占価格は生産価格法則と類似した法則をもっ，と説く形でお
こなわれてきた。だが，独占の支配に規定された範疇（独占的範疇）である独占価格を自
由競争の支配に規定された範疇（競争的範疇）である生産価格からの偏差として説くこと
1)北原勇「『独占資本主義の理論』と宇野経済学」，有斐閣「書斎の窓』， 1977年5月号
（第263号）では， 北原氏の新著が全構成にわたって宇野経済学批判を強く意識した
ものであることが明確に語られている。
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は．一方では，独占価格それ自体の範疇的規定のうちに生産価格範疇を持ち出すことは無
意味だということを内容上はいいあてている宇野理論の「一面の真理」を見失なうことに
通じ，他方では，競争的な諸範疇にしか経済学にとっての原理や法則を認めようとしない
宇野理論固有の方法に半ばくみすることを意味する。
独占価格の説明における競争的諸範疇と独占的諸範疇との混同はヒルファディング「金
融資本論』にはじまるが，総じて．わが国の独占資本主義論は．この点でのヒルファディ
ングの方法的混乱にさしたる反省をしないできた。自らのつまずきによって問題のありか
を指示しているのは，宇野弘蔵氏である。しかし，宇野氏の方法は，自分自身にもその批
判者にも問題の正体を見えなくさせる煙幕の役割りを果している。すなわち，宇野氏は．
『金融資本論」を「原理的規定」と「段階的規定」とを混同したものとして批判し， その
弊をまがりなりにもまぬがれたものとしてレーニン「帝国主義論」を一応は評価する2)。
とはいえ，宇野氏は，ヒルファディングがおかしたのは，競争的諸範疇と独占的諸範疇と
の混同であって，両者はそれぞれに資本主義的生産諸関係の体系の異った段階を表現して
いるが，前者だけでな<.後者もレーニンがしているように原理的に規定しうるし，しな
ければならない，とは考えない。そこで，宇野氏は， レーニンのように，基本的に成熟し
た独占資本主義の現実過程の分析から始めて独占的諸範疇の原理的規定を与えることをし
ないで，宇野氏がそれのみを「原理的規定」とみなすマルクス『資本論」の諸規定ー一宇
野理論では「段階的規定」の「基準」となる一を頻繁に援用しているヒルファディング
にまいもどることになる。事実，独占概念が分明でないまま株式会社の資金動員機構から
「金融資本的蓄積様式」を説き起こす宇野氏の「帝国主義論」は． ヒルファディングによ
り近いものである。ところが，宇野理論の批判者たちも，独占価格の説明においてヒルフ
ァディングの方法的混乱をまぬがれていないだけでなく，宇野「帝国主義論」を批判して
提示すべき独占資本主義一般の原理的諸規定を， 『帝国主義論」よりも「金融資本論』の
うちにより積極的に求めているようにみうけられる。
このようにみてくれば，宇野理論が独占資本主義の理論研究に及ぼしている思想的影響
は二重であって，第1には，独占資本主義の理論を否定する宇野理論がわが国で通用して
きた事実そのものが，それに批判的な研究者たちの間で，歴史研究に比重をおいた伝統的
な帝国主義論とは異った形の独占資本主義の理論への志向を助長する一因となってきたと
2)宇野弘蔵「経済学における原理論と段階論ー「金融資本論』における両者の混同に
ついて一~」，『思想』， 1960年 7 月号（宇野弘蔵「社会科学の根本問題』，青木書店，
1966年，所収），参照。
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いえよう。第2には，資本主義一般の「原理」を基準に独占資本主義「段階」の規定を与
えながら「段階」の独自の原理は否定する宇野理論と，独占的諸範疇の規定に不用意に競
争的諸範疇を混入させている批判者たちとの共通の典拠が『金融資本論」であったことか
ら， レーニンよりもヒルファディングに重きをおく，あるいは『帝国主義論』に信をおく
場合もそれを『金融資本論』のフィルターで透写する独占資本主義論の潮流が特殊に強ま
ってきたといえよう。
われわれは宇野理論とその批判の仕方にこだわりすぎたかもしれない。だが，この点に
ついての予備的理解は，後にみるように，北原氏の著作の評価の仕方に大きくかかわって
くる。以下では，上に述べたところを基本見地として，北原氏の「独占資本主義の理論」
を，それが従前の独占資本主義の諸理論に比しなにを発展させどこで停滞しているかに留
意しつつ，内容にそってみていくことにしよう。
皿
第1編「独占資本主義の構造的特質と独占価格・独占利潤」では，独占資本主義の区別
的特徴および構造的特質が「資本の集積・集中」の高度な進展にもとづく独占資本の形成
と独占資本による独占価格の設定・独占利潤の収奪に求められている。それ故，独占価格
•独占利潤の分析は，出発点の独占分析の中心として，また全体の独占資本主義分析の基
礎として，位置づけられることになる。
まず，序章では，独占資本の形成と独占価格支配とを可能にする基本的動力として，
「資本の集積・集中」の運動が考察される。序章の「（補）」節で， その独占形成期における
特殊形態がとりあげられているが，独占形成と独占支配の基礎的分析はあくまで第1章
「独占的市場構造—独占的価格支配の基礎」以降の課題である。第 1 章は， 「最低必要
資本量」，「最小必要生産能力」，「余裕能力」， 「参入期待利潤率」， 「予想限界利潤率」，等
々のタームを活用して従来の「参入阻止価格論」の欠陥を批判ししつ， 「長期にわたって
独占的価格支配を可能とする市場構造，すなわち高い市場集中度と高い参入障壁とをあわ
せもった市場構造こそ nm占的市場構造』と呼ばれるべきであろう」 (48ペー ジ） という
結論を導いている。第2章は「協調による独占価格設定」を考察していて，独占諸企業の
部門レベルの計算可能性にたった共同利潤の意識的，計画的な長期最大化とその修正要因
の論証にあてられている。第2章では独占部門と各独占企業の生産設備能力は所与のもの
とされていたが，第3章「独占価格と設備投資原則」に進めば，独占企業の設備投資決定
原則が参入問題との関連で鋭く分析される。ここでは，前出のタームに加えて「投資基準
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利潤率」が主要な役割を演ずることになる。第2章の補論には，寡占価格論・参入阻止価
格論と製品差別化論との批判的検討があって，著者の独占理論の視野の広さと奥行の深さ
を裏づけている。第3章までで独占価格支配と独占価格決定の構造分析が基本的に与えら
れた以上，次に問題となるのは独占価格・独占利潤の価値的分析でありそれをふまえた独
占資本主義の収奪のメカニズムである。第4章「独占利潤（独占価格による超過利潤）」
でそれをおこなうにあたって，著者は独占価格を「生産価格」以上の高さに設定された価
格，独占利潤を「平均利潤」を越える超過利潤として捉えている。独占価格，独占利潤に
ついてのこうした規定の是非は別として， そこでの独占支配下の搾取・収奪関係の分析
を，第5章「独占資本主業における階級関係と『基本矛盾』」の考察につなげていく著者
の観点の確かさは，本書の真価の一つをなしている。第1編の終章に位置するこの第5章
で，独占段階に特徴的な階級対抗関係と「基本矛盾」の深化が明らかにされることによっ
て，第1編における「独占資本主業の構造的特質」＝「独占資本主義の基本構造」について
の理論も全体の基礎編としての斉一性を保障されるわけである。
第2編「独占企業の投資行動」は，前編の展開をふまえて，独占資本主義における資本
蓄積•生産力発展の特徴を解明することを課題としている。それをおこなうにあたって，
著者は， 独占部門における個別企業の投資行動に焦点をあて， 独占企業固有の投資行動
が，独占資本主義の「停滞」と「発展」をいかに制約しているかを明らかにしようとす
る。
まず，第1章では「独占企業の投資行動の基本的特徴」が産業需要動向との関連で検討
される。著者の尊きだした結論の1つは， 「独占的市場構造のもとでの企業の投資行動が
産業需要の動向に決定的に依存するという特徴―産業需要の急激な大幅拡大のないかぎ
り，それはきわめて慎重・消極的であるが，ひとたび産業需要の急激な大幅拡大が与えら
れれば，それは一転して大胆・積極的なものとなるという特徴ーーをもっ」 (195ペー ジ），
ということにある。第2章「新生産方法導入をめぐる投資行動」は，前章で捨象されてい
た独占資本主義下の技術進歩•新生産方法導入の問題を論じて，独占段階では，技術開発
過程の大がかりな社会化によって技術進歩が飛躍的に高まる可能性がありながら，他方で
は，その成果が独占企業によって排他的に占有されることから，新生産方法の生産過程へ
の導入と普及は遅延させられやすい，という関係を明らかにしている。以上2つの章から
なる第2編では取扱う問題の性質上，第1編第3章ですでに理論的諸規定が与えられてい
た，「余裕能力」，「過剰能力」，「正常操業度」（平均的操業度）．「標準コスト」，「予想限界
利潤率」， 「投資基準利潤率」， 等々が再び重要な役割を演じている。これらのうちで鍵概
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念をなしていると思われるのはスウィージーに原型をみる「予想限界利潤率」8)とシュタ
インドルの「余剰能力」4)に触発された「余裕能力」である。いまその論旨にそっていえば，
独占企業は，一般に一定の「余裕能力」（これは意図されざる「過剰能力」とは区別され
る）の存在を前提として利潤の長期最大化を実現すべく独占価格を設定する。投資の決定
にあたっては，独占企業は，非独占部門の利潤の平均水準より高く，独占部門の現行利潤
率の平均水準よりも低いところに「投資基準利潤率」をみいだし， 「予想限界利潤率」が
「投資基準利潤率」以上でないかぎり設備拡張投資は行なわない。この場合，「余裕能力」
の存在は，産業需要の増大がその「余裕能力」の嫁動をもってしてもなお満たしえないほ
どに急激・大幅でないかぎり，設備拡張投資を抑制する作用を果す。また，設備拡張投資
にかえて旧式設備の置換え＝更新という形で新生産方法の導入を計る場合にも， 「余裕能
カ」をこえた「過剰能力」の発生や旧式設備の残存価値廃棄にともなう損失をできるだけ
回避しようとする慎重な配慮が働くことから，独占部門におけるその決定は競争市場に比
して一般に遅延させられる傾向が強い， 等々。『独占資本主義の理論」の最大の特色をな
すこうした論調は，次にみる第3編にも貫かれている。
第3編「独占段階における社会的総資本の蓄積過程」は，前編をうけて「独占段階にお
ける『停滞基調」（第1章）と，それに反作用を及ぼす『新生産部門の形成」（第2章），
『対外膨張』（第3章）を考察」 (228ページ）している。第1章「資本蓄積の『停滞基調』」
では，その原因が，消費制限にではなく， 「生産＝市場拡大の内的起動力の衰弱」，「市場＝
生産の誘発的拡大メカニズムの麻痺」に求められ，そこから「資本過剰と労働力過剰の併
存」が慢性化し構造的なものとして定着してくる，とされている。既存独占部門，伝統的
活動領域での蓄積がこのように停滞的であるかぎり，独占資本主義のいま一つの傾向とし
ての突発的発展は，対外膨張を別とすれば，新部門の形成をおいて他にはない。そこで，
「新生産部門の形成を独占段階における急激な発展を惹起する重要な一因とし位置づけ」
(263ページ），産生産物＝新生産部門の開拓と独占企業の設備投資行動との関係を明らか
にすることが，第2章「新生産部門形成と急激な経済発展」の課題となる。この章の分析
から導かれているのは，陳し占段階において，独占企業によって巨大規模の新生産物の開
拓＝新生産部門の形成が行なわれるならば，一連の巨大な設備投資の出現→投資需要の一
3) P. M. Sweezy, The Theory of Capitalist Develo加呪 1944(都留重人訳『資本
主義発展の理論』，岩波書店， 1976年）
4) J. Steindl, Maturity and Stagnation in American Capitalおm,1952 (宮崎義一
・笹原昭五・鮎沢成男訳「アメリカ資本主義の成熟と停滞」， 日本評論社， 1962年）
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大群生によって，労働手段生産部門・労働手段用原材料生産部門を中心に，既存の独占諸
部門において独占企業による設備拡張投資競争が惹起され，この需要拡大と設備拡張投資
との相互促進的・加速度的拡大を軸として．独占資本主義固有の『停滞基調』が一転し，
社会的総資本の拡大再生産の急激な進展が出現する可能性」 (301ページ）がある，という
ことである。これにつづく， 第3章「独占資本主義の対外膨張と資本蓄積」は．「停滞基
調」の反作用因としての対外膨張を， (1)海外の原料資源や販路の独占的支配に対する独占
企業の強い欲求によって行なわれる対外膨張と， (2)独占段階固有の資本過剰のもとで促進
される対外膨張，という二つの側面から考察し，国家間．民族間の対抗関係から帝国主義
戦争までの諸問題を広範囲に論究している。読者はそこから『独占資本主義の理論』の骨
組と肉づけの類書にはない大きさをみてとることができるし，また本書が最近の「独占資
本主義論」研究の新潮流に位置しながら，やはりわが国における従来からの「帝国主義
論」研究の伝統を継承した著作であることを読みとることができる。最後に，第4章「独
占資本主義の発展諸傾向・諸矛盾の交錯的展開」は．第3編を「小括」するとともに独占
資本主義の国家独占資本主義への転化の諸契機を論じて，補章「国家独占資本主義論の課
題と方法」へとつないでいる。
独占資本主義の理論研究において『独占資本主義の理論」から学ぶべきところは多い。
独占価格・独占利潤の分析を試みた第1編の範囲内においてさえ， 豊富な理論的（文献
的）素材と確かな歴史的感覚とに裏づけられた北原氏の論理展開は，当該テーマにかかわ
る余説に比して，はるかに精確に「独占資本主義の構造的特質」にせまりえている。独占
価格論におけるこれまでの通弊の一つは． 素材的特殊性に無関係に独占部門一般を抽象
的，無差別に概括し，またそのもとで産業諸部門間の相互関連を度外視し，個々の独占部
門を孤立的に考察することにあったといえる。北原氏もさしあたりの分析の中心を「独占
的市場構造」においているが，同時にそこでは，独占資本主義下の産業構造にまで視野が
広げられ，独占的および競争的諸部門が一国の再生産構造でいかなる位置と比重をしめる
かを，諸生産部門の素材的．技術的特殊性から類別している。また，独占支配が技術や原
料や運送機関や販売組織，等々の独占をともなうことの意義を強調し，そこから，独占段
階に特徴的な産業諸部門間の有機的連関がつくりだされる関係を正当にみてとっている。
さらにいえば，経済理論の分野での独占価格論では，一般に独占価格の決定において本質
的な重要性をもつ生産＝供給主体の意識的，計画的行為とその客観的基礎にはほとんど注
意が向けられてこなかった。これについても，『独占資本主義の理論」では.i独占部門に
おける需要動向や生産技術的諸条件の予測可能性および計算可能性に注目することによっ
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て，大方の議論の水準をぬきでることができている。これらの諸点は， 「参入」と「参入
阻止」をめぐるベインやシロス・ラビーニ等の従来の理論批判にさいしても，確かな武器
となっている。
第2編および第3編において北原氏が提起してそれに一定の解答を与えている独占段階
の技術開発過程の社会化や独占資本による科学・技術支配をめぐる諸問題についても，こ
れまで独占資本主義論では，十分に注目されてきたとはいえない。それに，新生産部門開
拓や対外膨張を扱った第3編は，主題そのものが，独占価格論を基軸においた独占資本主
義論では，従来，研究されることの乏しかった領域であり，その空白をうめようとする試
み自体高く評価されてよい。独占資本主義の「発展」と「停滞」との相互関係を考察する
ことは，当然にも， 「独占的市場構造」の分析だけでなされるものではなく， 独占資本主
義の産業構造・再生産構造の全体を広く分析対象に取り込むことを要請する。ここでは，
また，問題の性質上， 日本資本主義分析や帝国主義論研究の従来の諸業績が重要なかかわ
りをもってくる。ともすれば，日本資本主義分析や帝国主義研究の従来の成果から切断さ
れがちな独占資本主義論研究が目につくなかで，両者の橋わたしをした『独占資本主義の
理論」の意義は大きい，といえよう。
N 
しかし，以上にみたような鋭い分析は，第1編全体の論理の基本的組み立てと必ずしも
しつくりとかみあっているわけではない。評価すべき積極面と疑問の残る消極面とは，と
もに北原氏における独占および金融資本概念の捉え方にかかわっているように思われる。
北原氏が独占支配の分析においてレーニン『帝国主義論』の「基本視角を継承」し， レー
ニンの金融資本概念を念頭においていることは，独占と金融資本との明確な理解を欠いた
独占価格論に比しての優位性を北原氏の理論に保証している。しかし，次にみるような方
法上の問題点は，北原氏が独占と金融資本との把握においてなおいくつかのあいまいさを
残していることに起因しているのではなかろうか？
最大の疑問は，北原氏が，資本主義に一般的な「資本の集積・集中」の進展から独占資
本の形成と独占価格の支配とを説き起こしている点にある。叙述にちりばめられた先取的
説明を別として論理の筋道にそってみるかぎり，第1編の理論展開では，肝心の「独占」
のなにかがまだ明確にされないうちに独占資本，独占企業，独占価格，独占的市場構造，
といった術語がひょっこりと持ち出されている。第1章の第2節までに考察されている「高
い市場集中度」や「高い参入障壁」は，部門内競争や新規参入を客観的に困難にさせてい
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く基本的要因であっても，それ自体としては，資本主義的独占の特質も，したがって，独
占資本や独占価格の独占的性格もなんら規定するわけではない。北原氏は， 「高い市場集
中度と高い参入障壁とを基礎に少数巨大資本は独占的協調によって部門内競争および部門
外からの参入競争を制限し，長期にわたって，独占的価格支配を行なうことができるよう
になる」 (48ページ），と述べ，そうした特徴をもつ市場構造をもって「独占的市場構造」
としている。この場合，価格支配や市場構造が「独占的」たる所以は，少数巨大資本の存
在それ自体ではなく，少数巨大資本相互の「独占的協調」にある。 ところが， 「独占的協
調」や「独占的共同行動」については，北原氏はそれを第2章以後でその内実を解明して
いる。この方法は，一種の論理的転倒である。でなければ，相対的便宜的な概念にすぎな
い「少数（巨）大資本」とか「少数（巨）大企業」とかをたんに「独占資本」とか「独占
企業」とかに呼びかえているにすぎない，ということになってしまう。
問題は，独占形成を「生産の集積・集中」の高度化から説くか， 「資本の集積・集中」
の高度化から説くかにかかっている。北原氏のように後者から出発すれば，氏が陥ってい
るように，ある種の論理的あいまいさはさけられなくなる。なぜなら，資本の集積（以下
しばらくは資本についても生産についても「集中」をも含む広い意味で「集積」を用い
る）は，価値・貨幣の運動としてみれば，無差別，無性格な，生産部門の特殊性を超越し
たある意味の無限膨張運動であって，そのどんな進展段階をもってするにせよ，これを，
その概念の本来の広がりにおいては特定の生産部門ないし産業部門にかかわる独占形成の
論証の直接的基礎とすることはできないからである。これにたいし，生産の集積は，資本
の集積の生産力的側面をなしており，したがって，具体的有用労働＝使用価値＝生産部門
の素材的，技術的特殊性に制約されている。この点からいえば生産手段および労働者の集
積を内容とする生産の集積の基本単位は， 個別資本ではなく個別企業だということにな
る。ここにいう企業とは，生産技術的な統一性をもった計画的協業単位であって，われわ
れが独占形成を特定産業部門での企業数の減少と企業規模の巨大化の一定段階に客観的基
礎をもつものとみなす場合の「企業」は，コンビネーションであれなんであれ，計画的協
業単位としての企業であり，技術的＝生産的単位でとらえられた資本である。北原氏にあ
っては，「独占資本」と「独占企業」とは明確に区別されてはいないが， このことはかえ
って，上に述べたところを傍証することになっている。
問題はまた，「独占」を企業のレベルで捉えるか， 部門のレベルで捉えるかにかかって
いる。北原氏は，「独占的協調」5)の内実を明らかにする以前に，；「独占資本」や「独占企
5)北原氏は「少数巨大企業が強固かつ継続的に相互の競争および参入競争を制限すると
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業」について云々しているが，そのことは，氏が独占をまずは個々の企業の属性として捉
えていることを意味する。そして， そのことは， 北原氏が， カルテルなどの「独占的協
定」について論じ，明確な協定によらない「協調」を「事実上の共謀」と指摘している場
合にさえ，なお事態の特徴づけとしては「独占的協調」にこだわり続けている理由の一つ
でもある。北原氏のかっての諸論稿では新著では姿を消している「寡占企業間協調」が論
じられていたが「独占的協定」とみるか「独占的協調」とみるかは，独占団体を主体とみ
るかそれを構成する個々の独占企業を主体とみるか，あるいは「寡占」概念をとるか「独
占」概念をとるか，という問題と同様にどうでもいい問題ではない。レーニンは，周知の
ように，「カルテルは，販売条件，支払期限， 等について協定する。それは販路を相互間
に分割する。それは生産される生産物の数量を定める。それは利潤を個々の企業のあいだ
に分配する，等々」6). と述べている。主語＝主体はもちろんカルテルであり， カルテル
に代表される独占団体である。この点をふまえてはじめて種々の産業部門に出現する資本
主義的独占の本質を，個別部門での競争排除として消極的に規定するだけでなく，部門の
枠での相対的，条件的な計画性の出現とそれを基礎においた部門内および部門間の支配•
強制関係として積極的に規定することができる。北原氏が注視している独占価格の
決定や設備投資決定における予測＝計算可能性も，上の見地に立つならその客観的根拠が
より明確となる。また，北原氏のいう独占段階に特徴的な産業諸部門間の有機的連関
も，高度に独占化された基幹的産業諸部門の特権的地位と独占的諸部門の有機的結合とが
つくりだす産業諸部門間の体系的な支配・従属関係として，より構造的に把握することが
できる。そのうえ， さきの見地は，独占支配に独自な競争の諸形態の分析をも鋭利にす
る。
北原氏が「独占」を基本的には企業のレベルで捉えていることの弱点は，第4章の独占
利潤論においてもっとも明瞭に表われてくる。そこでは独占利潤は，独占価格の実現する
利潤全体ではなくて，「競争が全面的に支配したばあいに実現されるであろう『平均利
潤』」 (127ページ）を越える「超過利潤」としてつかまれている。だから， この独占利潤
は，自由競争の支配のもとで，部門内にあっては，個別資本家企業がすぐれた生産設備や
技術を一時的に独占して獲得する超過利潤と，また，部門間にあっては，需給関係の変動
ころにこそ独占資本主義の「独占』の特徴があ（る）」 (49ページ）としているが，少
数巨大企業の独占的結合を重視して，それを主体とみるこの見地は他のところでは必
ずしも保持されていない。
6)レーニン「帝国主義』，宇高基輔訳，岩波文庫， 37ペー ジ。
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があれこれの部門に売買上の特殊な便宜の偶然的独占をもたらすことに起因する超過利洞
と，範疇的には， 同ーである。事実，北原氏も随所でそのように取扱っている。もっと
も，後者の部門間の関係については，新生産物の特定企業による初発独占（一社独占）の
ケースに限って考察していて，同一部門の多数企業のすべてに同時に発生する超過利潤に
ついての論及はない。それだけ北原氏にあっては個別企業的視角が強いといえる。独占価
格を部門のレベルで扱い．それと同じ平面で独占利濶を企業のレベルで扱うことの問題点
もさることながら，北原氏がその独占利潤論でしているように，独占価格の経済的実現と
しての独占利潤をもっぱら超過利潤ととらえ．しかもそれを資本主義一般に普遍的な超過
利潤と範疇的に同一視することは，資本主義一般の理論とは区別された「独占資本主義の
理論」の必要性を自ら打消すことに通ずるのではなかろうか。独占価格，独占利潤につい
てのこうした混乱は，北原氏のように，資本主義にとっての一般的な資本の集積・集中運
動の概括からはじめ．その進展・高度化をたどるなかで，独占の概念を明確にしないまま
独占企業や独占資本について語り．巨大化した個別企業自体のうちに「独占」をみるかぎ
り，ある意味では論理必然的な帰結である．といえよう。
北原氏にみられた独占価格・独占利洞の把握における矛盾と弱点は，他の論者たちの場
合にも多かれ少なかれみられるところである。それは，別稿で指摘したように，学説史的
にはヒルファディング「金融資本論」に起因している7)。この点では，北原氏の『独占資
本主義の理論」も「金融資本論」の論理と方法にひきずられていることは否めない。『金
融資本論』が独占資本主義論の体系化のあれこれの試みにおいて下地にされることが多い
のは，それがマルクス『資本論』から資本主義一般の理論の諸断篇を再構成し，そのうえ
に金融資本の諸規定を与えているその形式の「体系的」性格にあると思われる。だが，こ
の点にこそ，資本主義一般の諸範疇と独占資本主義に独自的な諸範疇とを混濁させるヒル
ファディングの最大の欠陥があるのであって，これが肝心要の金融資本の概念規定にも重
大な不充分さを残す根元となっている。ところが，独占資本主義論の体系化の試みにあっ
ては，多くの場合，この欠陥が最良の長所とみなされてしまう。そのうえ，『金融資本論』
の精髄をなす金融資本そのものの概念については， レーニンによるその厳密化に留意する
どころか，それをまったく内容のあいまいな「独占資本」におきかえてしまっているばあ
いが多い。そしてこの点では，北原氏もまったくの例外ではない。たしかに，北原氏は，
7)拙稿「独占・金融資本・独占価格」．本誌， 第25巻第1号， 1975年5月および同「独
占価格論の性格と課題について一―—伝統的理論と思想の批判を中心に―-'-J, 本誌，
第26巻第4・5号,1977年1月，参照。
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レーニンの金融資本概念を念頭におき，いくつかの箇所では金融資本支配の諸側面に明示
的に言及している。だが， その際にも北原氏は， 独占的産業資本と独占的銀行資本との
「結合」ないし「癒着」の契機のみをみているのであって，レーニンの「融合」テーゼに
ついては，言葉としてもその使用をどこでも慎重に避けている8)。レーニンの「融合」テ
ーゼは，われわれに独占的銀行資本のみならず，独占的産業資本をも金融資本として捉え
なければならないことを教えている。このことは言葉の問題ではない。北原氏は論じてい
る「独占資本主義の停滞と発展」の問題にしても渭良合」テーゼを核心とする金融資本概
念をふまえなければ，独占資本主義下の「不均等発展」がすぐれて産業諸部門間の不均等
発展として現われ，しかもそれが，金融寡頭制の総力を動員しての大がかりで組織的な産
業構造の編成がえ＝産業再編成（スクラップ・アンド・ビルド）を不断にともなって進行す
る，という重要な側面が見失なわれてしまうことになる。
そもそも北原氏のいう「独占段階における社会的資本の蓄積過程」を金融資本の概念を
ぬきにして論ずることができるのだろうか。独占形成を論ずるにあたって「資本の集積・
集中」運動を重視するなら，独占支配のもとでの資本の集積・集中運動の（そういってよ
ければ社会的総資本の蓄積の）独自的な特質を表現する金融資本の運動はいっそう重視さ
れねばならないだろう。金融資本の蓄積衝動はその本性上，あらゆる部門，あらゆる地城
に可能的に，無差別，無性格にその支配領域を拡大，膨張させていく。北原氏が最重要視
する新生産物＝新部門創出も対外膨張もより基礎的には金融資本のこの本性に根ざしたも
ので，こうした活動にのりだす個々の「独占企業」は，その出発点がどうであれ次第に金
融資本的投資活動＝蓄積様式を不可避的にとるようになる。北原氏はいわゆる多国籍企業
についても論及しているが．「多国籍企業」についてスウィージーとマグドフが述べている
ところは，「新生産部門の形成」と「対外膨張」という北原氏の論点とかかわって興味ぶか
い。二人は「多国籍企業に関するノート」と題する論稿において， 独占段階 (monopoly
stage)における独占的企業の蓄積＝拡張の問題にふれ， 次のように述べている。 「独占
利潤は，かってよりもいっそう急速な成長を可能にするが．独占価格を維持する必要性
は，生産能力の拡張を減速させ注意深く規制するように命ずる。諸要因のこうした関連か
らして独占企業の側では伝統的な活動領域を越えでて，新産業や新市場へ進入する一ー要
するに， コングロマリットとマルチナショナルになっていく一ー不可避的な衝動が生ず
8)この点に関連して北原氏は，金融資本が「信用・擬制資本の運動」を表現し，独占的産
業資本が「現実資本の運動」を表現するかのような指摘を行っている(5ペー ジ参照）。
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る。」9)ここでは北原氏が論じているような，新部門の形成がそれ自体として問題とされて
いるわけではないが，独占企業がたえず新たな産業部門や新たな地域に膨張していく傾向
が独占利澗，独占価格との関係で考察されており，独占企業がその本質において金融資本
であることが認識されている。というのは，この「ノート」は，独占企業＝多国籍企業の
意志決定の中枢の主要な関心事が， 金融的諸問題 (financialterms)にあることを指摘
し，「多国籍企業は，要するに， 20世紀後半における金融資本の基軸 (keyinstitution) 
である」10)と断言しているからである。なお，「ノート」は上の一句に続けて， レーニン
の金融資本概念についての有名な定義を「全く修正を必要としない」ものとして，無条件
に引用している。われわれは，別にこの「ノート」の方が北原氏の論述よりすぐれている
などというつもりはもうとうない。しかし，北原氏が金融資本概念にもっと充分な注意を
向けたなら，新生産部門の形成や対外膨張についての考察がもっと統一的，包括的に展開
でき，国際的な所有集中の諸契機にももっと立入ることができたであろうことだけは，た
しかなように思われる。なお，第3編や最後の補章における国家の扱い方に残る疑問も，
この北原氏がレーニンの金融資本や金融寡頭制の概念に正当な位置づけを与えていないこ
とと無関係ではない。最後に一言だけしておけば，第3編にみる国家の取り扱いは， レー
ニン「帝国主義論」におけるそれよりもヒルフアディング「金融資本論」におけるそれに
非常に近いものである。
V 
上に述べてきたところは，あまりにも筆者個人の関心に論点をひきよせすぎているかも
しれない。事実，筆者は北原氏がもっとも力点をおいて展開し，しかも北原氏の独壇場と
なっている「投資決定」や「余裕能力」の理論にはあまりにもわずかにしかふれられなか
った。にもかかわらず，大それた疑問を提示したのは，本書が新旧の論点いずれを問わ
ず，筆者自身の今後の研究にとってのみならず，今後のわが国における独占資本主義の理
論研究にとっての新たな基点＝起点としてきわめて大きな意義を有していると考えたから
である。
（有斐閣， 1977年1月刊， A5版， 418ペー ジ， 3,800円）
9) P. M. Sweezy and H. Magdoff, The Dynamics of U. S. Capitalism, 1972, 
P.100. 
10) Ibid., p.106. 
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